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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第176期

中間連結会計期間
第177期

中間連結会計期間
第176期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

営業収益 （百万円） 131,862 138,672 260,593

経常利益 （百万円） 12,206 9,504 21,010

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 7,182 5,847 12,107

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 13,231 7,435 23,782

純資産額 （百万円） 111,947 124,613 120,828

総資産額 （百万円） 264,799 279,007 263,543

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 288.54 234.62 486.21

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 38.5 40.7 41.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 15,579 17,835 23,176

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △3,816 △7,041 △10,477

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △9,020 △2,564 △17,068

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 37,622 38,562 30,876

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

　　　　　おりません。

　　　２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものです。

(1) 経営成績等の状況の概要

　①　財政状態及び経営成績の状況

　当中間期の決算の概要は次のとおりです。

（単位：百万円）

連結合計 前中間期 当中間期 前年同期比 増減率

営業収益 131,862 138,672 6,810 5.2％

営業利益 11,843 9,459 △2,383 △20.1％

経常利益 12,206 9,504 △2,701 △22.1％

親会社株主に帰属する中間純利益 7,182 5,847 △1,335 △18.6％

 

・主に新規物流拠点の業務開始による収益貢献が本格化したことから前年同期比増収となりました。

・一方、不動産事業における主要ビルのマルチテナント化に伴う一時的な空室の発生により、前年同期比減益と

なりました。

 

セグメントごとの経営成績は次のとおりです。

 

（イ）物流事業

（単位：百万円）

物流事業 前中間期 当中間期 前年同期比 増減率

営業収益 127,616 136,169 8,552 6.7％

営業利益 11,224 11,166 △58 △0.5％

 

事業環境：当社を取り巻く事業環境は次のとおりです。

・前期より発生していた企業の原材料・部品等の在庫調整局面は一服し、国際輸送の荷動きは横ばいに推移して

おります。

・海運市況については足元では運賃市況は軟化しているものの、紅海情勢やパナマ運河の通行制限の影響により

前年同期比高水準で推移しております。

 

営業の状況：当社の営業活動の状況は次のとおりです。

・関東地区におけるハイファッション物流、九州地区における半導体物流、関西地区におけるＥＣ物流が好調に

推移し、取扱が増加いたしました。

・航空貨物輸送においては船落ちによる緊急輸送が発生したものの、仕入運賃の上昇により運賃差益が縮小し前

年同期比減益となりました。

・原価上昇への対応として、国内トラック輸送における積載効率向上に取り組み、収受料金の適正化もおこない

ました。
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（ロ）不動産事業

（単位：百万円）

不動産事業 前中間期 当中間期 前年同期比 増減率

営業収益 4,655 2,934 △1,721 △37.0％

営業利益 2,820 830 △1,990 △70.6％

 

事業環境：当社を取り巻く事業環境は次のとおりです。

・東京ビジネス地区の既存オフィス物件の平均空室率は低下し、また平均賃料は微増となりました。

 

営業の状況：当社の営業活動の状況は次のとおりです。

・当社所有の主要ビルにおけるマルチテナント化に伴う一時的な空室の発生により前年同期比減収減益となりま

した。

 

財政状態の変動状況

（単位：百万円）

連結合計 前期末 当中間期末 前期末比 増減率

自己資本 109,908 113,623 3,715 3.4％

総資産 263,543 279,007 15,463 5.9％

自己資本比率 41.7％ 40.7％ △1.0ポイント △2.3％

有利子負債 83,265 85,413 2,148 2.6％

Ｄ/Ｅレシオ 0.76 0.75 △0.01 △0.8％

 

・自己資本が増加した要因は、主に親会社株主に帰属する中間純利益の計上によるものです。

・総資産が増加した要因は、主に新規業務開始による売掛債権、ならびに現預金の増加によるものです。

・有利子負債が増加した要因は、売掛債権増加に伴う短期運転資金借入の増加によるものです。

・Ｄ/Ｅレシオは、今後の戦略投資実行に備え、財務規律目標である1.0倍を下回る水準となっております。

 

　②　キャッシュ・フローの状況

（単位：百万円）

連結合計 前中間期 当中間期 前年同期比

現金及び現金同等物の期首残高 33,417 30,876 -

営業活動によるキャッシュ・フロー 15,579 17,835 2,255

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,816 △7,041 △3,225

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,020 △2,564 6,456

現金及び現金同等物の期末残高 37,622 38,562 -

 

当中間期のキャッシュ・フローの状況は次のとおりです。

・営業活動によるキャッシュ・フローの主な内訳は、税金等調整前中間純利益や、関税支払に係る預り金の増加

です。

・投資活動によるキャッシュ・フローの主な内訳は、不動産事業における主要ビルのマルチテナント化に伴う工

事代金の支払いです。

・財務活動によるキャッシュ・フローの主な内訳は、配当金の支払です。
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　③　重要な会計方針及び当該見積りに用いた仮定

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が定めている重要な会計方針及び見

積りについて重要な変更はありません。

 

(2) 経営方針、経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が定めている経営方針・経営戦略等につ

いて重要な変更はありません。

 

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　①　対処すべき課題の内容

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が対処すべき課題について、重要な

変更はありません。

 

　②　株式会社の支配に関する基本方針について

　当中間連結会計期間において、当社の株式会社の支配に関する基本方針について重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在
 発行数（株）
（2024年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 24,984,402 24,984,402
東京証券取引所

プライム市場

完全議決権株式であり権利内

容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式

単元株式数100株

計 24,984,402 24,984,402 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
26,800 24,984,402 63 11,282 63 5,745

（注）譲渡制限付株式報酬としての新株式発行による増加であります。

発行価格　　4,725円

資本組入額　2,362.5円

割当先　　　当社及び当社子会社の役職員（取締役21名・執行役員23名）
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己株
式を除く。）の総数
に対する所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８-１赤坂インター

シティAIR
2,906 11.65

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８-12 1,572 6.30

大樹生命保険株式会社

（常任代理人　株式会社日本カス

トディ銀行）

東京都千代田区大手町２丁目１-１

（常任代理人住所　東京都中央区晴海１丁

目８-12）

1,569 6.29

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台３丁目９ 1,401 5.61

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１-２ 696 2.79

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505223

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

（常任代理人住所　東京都港区港南２丁目

15-１品川インターシティA棟）

588 2.35

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５-１ 515 2.06

三井倉庫グループ従業員持株会 東京都港区西新橋３丁目20-１ 507 2.03

株式会社竹中工務店 大阪府大阪市中央区本町４丁目１-13 496 1.99

JPモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目７-３東京ビ

ルディング
443 1.77

計 － 10,698 42.90
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（注）１．2023年３月６日付にて公衆の縦覧に供されている変更報告書において、三井住友信託銀行株式会社、三井住友

トラスト・アセットマネジメント株式会社、日興アセットマネジメント株式会社が2023年２月28日現在で

1,337,100株を所有している旨が記載されているものの、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株

式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－１ 437 1.76

三井住友トラスト・アセットマネジ

メント株式会社

東京都港区芝公園１丁目１－１
628 2.52

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂９丁目７－１  271 1.09

計 － 1,337 5.37

 

　　　２．2022年11月８日付にて公衆の縦覧に供されている変更報告書において、野村證券株式会社、NOMURA

INTERNATIONAL PLC、野村アセットマネジメント株式会社が2022年10月31日現在で1,169,051株を所有している旨

が記載されているものの、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、

上記大株主の状況には含めておりません。

 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13－１ 170 0.68

NOMURA INTERNATIONAL PLC 1 Angel Lane, London EC4R 3AB,

United Kingdom
69 0.28

野村アセットマネジメント株式会社 東京都江東区豊洲２丁目２－１  929 3.73

計 － 1,169 4.69

 

　　　３．2022年10月７日付にて公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、三井住友DSアセットマネジメント

株式会社、株式会社三井住友銀行が2022年９月30日現在で1,254,550株を所有している旨が記載されているもの

の、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には

含めておりません。

 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

三井住友DSアセットマネジメント

株式会社

東京都港区虎ノ門１丁目17－１

虎ノ門ヒルズビジネスタワー26階
557 2.24

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 696 2.80

計 － 1,254 5.03

 

　　　４．2022年９月26日付にて公衆の縦覧に供されている変更報告書において、日本生命保険相互会社、大樹生命保険

株式会社が2022年９月15日現在で1,595,711株を所有している旨が記載されているものの、当社として当中間会

計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

日本生命保険相互会社

大樹生命保険株式会社

大阪府大阪市中央区今橋３丁目５－12

東京都千代田区大手町２丁目１－１

26

1,569

0.11

6.30

計 － 1,595 6.40
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　　　５．2022年６月６日付にて公衆の縦覧に供されている変更報告書において、大和アセットマネジメント株式会社が

2022年５月31日現在で1,025,800株を所有している旨が記載されているものの、当社として当中間会計期間末現

在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

大和アセットマネジメント株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目９－１ 1,025 4.12

計 － 1,025 4.12
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株式

単元株式数100株普通株式 47,600

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,891,500 248,915 同上

単元未満株式 普通株式 45,302 － 同上

発行済株式総数  24,984,402 － －

総株主の議決権  － 248,915 －
  
（注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の200株(議決権２個)が含まれており

ます。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式91株が含まれております。

 

②【自己株式等】

     2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％）

（自己保有株式）

東京都港区西新橋

３丁目20－１
47,600 － 47,600 0.19

三井倉庫

ホールディングス

株式会社

計 － 47,600 － 47,600 0.19

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 31,870 39,364

受取手形、営業未収金及び契約資産 30,262 34,803

棚卸資産 1,987 1,789

その他 9,496 11,112

貸倒引当金 △56 △45

流動資産合計 73,560 87,025

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 68,374 67,437

土地 57,718 57,746

その他（純額） 12,692 13,055

有形固定資産合計 138,785 138,239

無形固定資産   

のれん 1,587 2,475

その他 10,823 11,225

無形固定資産合計 12,411 13,701

投資その他の資産   

投資有価証券 15,393 15,947

その他 23,780 24,484

貸倒引当金 △387 △389

投資その他の資産合計 38,785 40,041

固定資産合計 189,983 191,981

資産合計 263,543 279,007
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 16,031 15,895

１年内償還予定の社債 14,000 14,000

短期借入金 716 5,770

１年内返済予定の長期借入金 5,091 4,615

未払法人税等 2,118 2,584

賞与引当金 3,713 4,001

その他 19,480 28,194

流動負債合計 61,152 75,061

固定負債   

社債 11,000 11,000

長期借入金 45,929 43,852

退職給付に係る負債 6,458 6,527

その他 18,174 17,951

固定負債合計 81,562 79,331

負債合計 142,715 154,393

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,219 11,282

資本剰余金 5,666 5,730

利益剰余金 71,772 75,651

自己株式 △104 △104

株主資本合計 88,554 92,560

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,931 7,367

繰延ヘッジ損益 △0 △0

為替換算調整勘定 9,975 9,468

退職給付に係る調整累計額 4,446 4,227

その他の包括利益累計額合計 21,353 21,063

非支配株主持分 10,920 10,989

純資産合計 120,828 124,613

負債純資産合計 263,543 279,007
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業収益   

倉庫保管料 19,149 19,735

倉庫荷役料 16,375 18,876

港湾作業料 8,572 8,313

運送収入 61,781 65,819

不動産収入 4,245 2,503

その他 21,737 23,424

営業収益合計 131,862 138,672

営業原価   

作業直接費 57,614 62,928

賃借料 10,506 11,360

減価償却費 3,945 4,063

給料及び手当 19,239 19,926

その他 19,083 20,162

営業原価合計 110,388 118,441

営業総利益 21,473 20,231

販売費及び一般管理費 ※ 9,630 ※ 10,771

営業利益 11,843 9,459

営業外収益   

受取利息 258 298

受取配当金 214 251

為替差益 265 49

持分法による投資利益 82 48

その他 278 211

営業外収益合計 1,100 860

営業外費用   

支払利息 407 400

支払手数料 46 46

固定資産除却損 64 69

その他 216 298

営業外費用合計 736 814

経常利益 12,206 9,504

特別利益   

資産除去債務戻入益 139 －

段階取得に係る差益 － 509

特別利益合計 139 509

税金等調整前中間純利益 12,346 10,014

法人税等 3,739 2,571

中間純利益 8,606 7,443

非支配株主に帰属する中間純利益 1,424 1,596

親会社株主に帰属する中間純利益 7,182 5,847
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 8,606 7,443

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,314 436

繰延ヘッジ損益 0 △0

為替換算調整勘定 3,089 △73

退職給付に係る調整額 △78 △222

持分法適用会社に対する持分相当額 299 △147

その他の包括利益合計 4,624 △8

中間包括利益 13,231 7,435

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 11,417 5,557

非支配株主に係る中間包括利益 1,813 1,878
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 12,346 10,014

減価償却費 4,792 5,099

のれん償却額 75 122

資産除去債務戻入益 △139 －

段階取得に係る差損益（△は益） － △509

貸倒引当金の増減額（△は減少） △26 △10

賞与引当金の増減額（△は減少） 46 282

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △8 45

受取利息及び受取配当金 △473 △550

支払利息 407 400

持分法による投資損益（△は益） △82 △48

有形固定資産売却損益（△は益） △15 △34

固定資産除却損 64 69

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 2,219 △4,237

仕入債務の増減額（△は減少） △797 △300

その他 1,315 7,918

小計 19,724 18,262

利息及び配当金の受取額 669 596

利息の支払額 △419 △418

法人税等の支払額 △4,395 △606

営業活動によるキャッシュ・フロー 15,579 17,835

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,470 △3,854

有形固定資産の売却による収入 468 70

無形固定資産の取得による支出 △1,666 △1,220

無形固定資産の売却による収入 140 2

投資有価証券の取得による支出 △512 △13

貸付けによる支出 △8 △12

貸付金の回収による収入 8 16

定期預金の預入による支出 △384 △573

定期預金の払戻による収入 607 787

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ △440

その他 － △1,802

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,816 △7,041

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 23,603 36,342

短期借入金の返済による支出 △23,600 △31,300

長期借入金の返済による支出 △2,693 △2,672

配当金の支払額 △2,910 △1,967

非支配株主への配当金の支払額 △2,763 △2,525

その他 △656 △440

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,020 △2,564

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,463 △543

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,205 7,686

現金及び現金同等物の期首残高 33,417 30,876

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 37,622 ※ 38,562
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

　当中間連結会計期間において、MSE China (Beijing) Co., Ltd.は、持分の追加取得に伴い連結の範囲に含めて

おります。

 

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

　当中間連結会計期間において、MSE China (Beijing) Co., Ltd.は、持分の追加取得に伴い連結の範囲に含めた

ため、持分法適用の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更）

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

従来、所得等に対する法人税、住民税及び事業税等（以下、「法人税等」という。）について、法令に従い算定

した額を損益に計上することとしておりましたが、所得に対する法人税等について、その発生源泉となる取引等に

応じて、損益、株主資本及びその他の包括利益に区分して計上することとし、その他の包括利益累計額に計上され

た法人税等については、当該法人税等が課される原因となる取引等が損益に計上された時点で、これに対応する税

額を損益に計上することとしました。なお、課税の対象となった取引等が、損益に加えて、株主資本又はその他の

包括利益に関連しており、かつ、株主資本又はその他の包括利益に対して課された法人税等の金額を算定すること

が困難である場合には、当該税額を損益に計上しております。

また、親会社の持分変動による差額に係る連結財務諸表固有の一時差異について資本剰余金を相手勘定として繰

延税金資産又は繰延税金負債を計上していた場合で、当該子会社等に対する投資を売却するなど、一時差異が解消

した際の繰延税金資産又は繰延税金負債の取崩しについて、従来、対応する額を法人税等調整額に計上することと

しておりましたが、資本剰余金を相手勘定として取り崩すことといたしました。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３

項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりますが、これによる中間連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合に係る税効果の取

扱いについて、当該子会社株式等を売却した企業の財務諸表において、当該売却損益に係る一時差異に対して繰延

税金資産又は繰延税金負債が計上されているときは、従来、連結決算手続上、当該一時差異に係る繰延税金資産又

は繰延税金負債の額は修正しないこととしておりましたが、当該一時差異に係る繰延税金資産又は繰延税金負債を

取り崩すこととしました。

　連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表における

取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用しておりま

すが、これによる中間連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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（中間連結貸借対照表関係）

１　保証債務

　当社グループは従業員に対する銀行の住宅ローンに関し、次のとおり保証を行っております。

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

 13百万円 10百万円

 

２　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 13百万円 12百万円

 

３　当社は、運転資金等の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を、取引銀行３行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高はそれぞれ次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

当座貸越極度額 22,500百万円 22,500百万円

借入実行残高 － 5,000 

差引額 22,500 17,500 

 

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

貸出コミットメントの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 － － 

差引額 10,000 10,000 

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
　　至　2024年９月30日）

報酬及び給料手当 4,370百万円 4,714百万円

減価償却費 846 1,036 

のれん償却額 75 122 

電算費 1,152 1,385 

租税公課 327 309 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 

　前中間連結会計期間

（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間

（自 2024年４月１日

　　至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 38,506百万円 39,364百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △883 △801 

現金及び現金同等物 37,622 38,562 
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月10日

取締役会
普通株式 2,910 117円00銭 2023年３月31日 2023年６月５日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月７日

取締役会
普通株式 1,669 67円00銭 2023年９月30日 2023年12月４日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月10日

取締役会
普通株式 1,967 79円00銭 2024年３月31日 2024年６月５日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月８日

取締役会
普通株式 1,820 73円00銭 2024年９月30日 2024年12月３日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　　１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

調整額
(注)１

中間連結損益計算書
計上額
(注)２ 物流事業 不動産事業

営業収益      

(1）外部顧客への

　　営業収益
127,616 4,245 131,862 － 131,862

(2）セグメント間の

　　内部収益又は振替高
－ 409 409 (409) －

 計 127,616 4,655 132,272 (409) 131,862

セグメント営業利益 11,224 2,820 14,045 (2,202) 11,843

 

(注)１．セグメント利益の調整額△2,202百万円は、連結財務諸表提出会社の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント営業利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　　１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

調整額
(注)１

中間連結損益計算書
計上額
(注)２ 物流事業 不動産事業

営業収益      

(1）外部顧客への

　　営業収益
136,169 2,503 138,672 － 138,672

(2）セグメント間の

　　内部収益又は振替高
－ 430 430 (430) －

 計 136,169 2,934 139,103 (430) 138,672

セグメント営業利益 11,166 830 11,996 (2,537) 9,459

 

(注)１．セグメント利益の調整額△2,537百万円は、連結財務諸表提出会社の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント営業利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

 

EDINET提出書類

三井倉庫ホールディングス株式会社(E04284)

半期報告書

20/25



（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

当社の連結子会社である三井倉庫エクスプレス株式会社が持分法適用関連会社であるMSE China (Beijing) Co.,

Ltd.の持分の追加取得を行い、連結子会社としました。

１．企業結合の概要

⑴ 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　MSE China (Beijing) Co., Ltd.

事業の内容　物流事業

⑵ 企業結合を行った主な理由

中国での航空輸送における事業基盤の更なる拡充を図り、当社グループ利益を最大化することを目的としており

ます。

⑶ 企業結合日

2024年４月１日

⑷ 企業結合の法的形式

現金を対価とする持分取得

⑸ 結合後企業の名称

変更はありません。

⑹ 取得した議決権比率

取得前の議決権比率　　　　50.0％

追加取得する議決権比率　　50.0％

取得後の議決権比率　　　　100.0％

⑺ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の連結子会社が現金を対価として持分を取得したことによるものであります。

 

２．中間連結損益計算書に含まれている被取得企業の業績の期間

2024年４月１日から2024年９月30日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価
追加取得直前に保有していた被取得企業持分の企業結合日における時価

企業結合日に追加取得した被取得企業持分の対価　現金

633百万円

633百万円

取得原価  1,266百万円

 

４．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差益　509百万円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

⑴ 発生したのれんの金額

944百万円

⑵ 発生原因

取得原価が受け入れた資産および引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過分をのれんとして

計上しております。

⑶ 償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

営業収益（百万円）

　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
　　至　2024年９月30日）

物流事業   

（倉庫保管） 19,149 19,735

（倉庫荷役） 16,375 18,876

（港湾作業） 8,572 8,313

（運送） 61,781 65,819

（その他） 21,737 23,424

顧客との契約から生じる収益 127,616 136,169

その他の収益 4,245 2,503

外部顧客への営業収益 131,862 138,672

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
　　至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益 288円54銭 234円62銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
7,182 5,847

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（百万円）
7,182 5,847

普通株式の期中平均株式数（千株） 24,893 24,923

（注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

（１）期末配当

 2024年５月10日開催の取締役会において、前期末配当に関し、次のとおり決議いたしました。

  (1)　期末配当による配当金の総額            1,967百万円

  (2)　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　79円

  (3)　期末配当の効力発生日（支払開始日）     2024年６月５日

(注)　2024年３月31日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行っております。

 

（２）中間配当

 2024年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

  (1)　中間配当による配当金の総額            1,820百万円

  (2)　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　73円

  (3)　中間配当の効力発生日（支払開始日）     2024年12月３日

(注)　2024年９月30日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

   2024年11月11日

三井倉庫ホールディングス株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人 

 　 東京事務所  

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 吉田　幸司

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 小林　礼治

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 香月　まゆか

監査人の結論
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三井倉庫ホール
ディングス株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から
2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利
益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、三井倉庫ホールディングス株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並び
に同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ
る事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期
中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し
ている。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財
務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続
を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度
の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま
た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連
結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告
書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性
がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな
いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び
内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない
かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人
は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結
論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見
事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

 

　（注）１. 上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２. ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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